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平成１３年５月９日

各     　位
本店所在地  東京都港区六本木 4-8 -7六本木三河台ビル                           

（ 登 記 上 は 東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内 3 - 2 - 3 ）                           

会 社 名  グッドウィル・グループ株式会社
(コード番号：4 7 2 3 店頭登録銘柄)

代 表 者 代表取締役会長        折 口 雅 博     

問合わせ先     取締役管理本部長 金 崎  明     

電 話 番 号     ０３－３４０５－９２２８

四 半 期 の 当 企 業 グ ル ー プ の 事 業 進 捗 状 況 に つ い て

当企業グループの第７期第3四半期（平成13年1月1日から平成13年3月31日まで）の事業の進捗状況につい
てお知らせ申し上げます｡

1 .  はじめに

 当四半期におけるわが国経済は、米国景気の減速や株式市場の低迷等を背景に持続的な物価下落が続く緩やか
なデフレ状態にあり、企業収益の改善は足踏み状態にあります。他方、企業のリストラ、倒産件数の増加等によ

り、完全失業率が高水準で推移するなど個人消費、雇用情勢は依然、厳しい状況にあります。このように、わが

国経済は、「自立的回復に向けた動き」は続いているものの、本格的な回復軌道に乗ったといえる状況には依然至

っていない状況にあります。

　当社は､企業理念に『拡大発展』『社会貢献』『自己実現』を掲げる設立 7年目のベンチャー企業であり、本業
の軽作業請負事業を行う一方でグループ 23 社を統括する持株会社でもあります。当企業グループは、人材に関
するあらゆる支援ビジネス（総合人材サービス）を行っており、『アウトソーシング』『人材』『医療・福祉』『（介

護）美容』分野で多角的に事業展開を図っております。

2 .  当企業グループにおける事業の進捗状況

（１）当企業グループ事業のセグメント別販売状況

（請負事業部門）

　当社子会社㈱グッドウィル・コミュニケーションは、旧来の移動体通信機器関連の業務管理（申込書の不

備チェックから携帯電話の在庫管理、発送業務）の複雑な仕組みに着目した同作業の受託ならびに 2次代理
店様倉庫貸し業務・損益管理業務のアウトソーシング受託業務や CS衛星放送関連のアウトソーシング受託
管理業務（申込書の不備チェックからチューナー取付工事、スクランブル解除等）（＝フルフィルメントサ

ービス）が事業基盤となっております。

　当四半期におきましては、移動体通信機器関連業務は、前期は好調に推移しましたが、主要得意先の株式

会社光通信の経営環境の激変により、収益面で大きく影響を受けており、減収減益となっております。

他方、子会社戦略によるアジア市場において海外展開を行っております。同社子会社GCMインターナシ
ョナル（香港）を統括会社として、シンガポールにおいて、ｅ‐CRM業務、ｅ‐コマースにおける決済、
物流等のバックエンド業務代行サービス「Web‐Fulfillmentcenter.com」のサービスを提供しておりま
す。”Web‐Fulfillmentcenter.com”は、ｅコマースに必要不可欠なバックオフィスサービスを全て揃えたト
ータル･サービスブランドです。㈱グッドウィル・コミュニケーションではインターネットを通じオンライ

ンショッピングを展開する企業に対して、商品の在庫管理から注文の受付代行、決済代行、配送、インター

ネットコールセンターの運営に至るまでの一連の複雑な業務を全て提供しています。

店
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通常の業務管理アウトソーシングを「フルフィルメントセンター」と位置付ける一方、インターネットを

通じた業務管理アウトソーシングを「ｅ‐フルフィルメントセンター」と明確に位置付け、「決済」と「物

流」については“Web‐Logistic.com”、「顧客対応」については“Web‐Customercenter.com”、また「在
庫管理」を行う“Web‐Inventory.com”といったサービスブランドを確立し、戦略的に展開しております。
なお、当四半期より、平成12年11月に資本参加したWeb‐Fulfillmentcenter.com Pte Ltd（シンガポ
ール）を連結対象会社に含めております。

（人材派遣・斡旋事業）

　当社子会社㈱グッドウィル・キャリアは、人材派遣事業・斡旋事業を行っており、経済情勢の悪化、リス

トラクチュアリング、リエンジニアリングに伴う終身雇用の崩壊、人材の流動化を背景にホワイトカラーの

人を生かす当企業グループの｢総合人材サービス｣の中核を担う事業であります。

　また㈱グッドウィル・キャリアで展開していましたドライバー派遣事業を平成12年7月からのサービス
開始時から約半年間のテストマーケティングを経て、単体で法人化し、平成13年2月から㈱グッドウィル・
エクスプレスとしてサービス提供を開始しました。東京都千代田区に本社･事業部があり、平成13年3月に
新宿支店（東京都新宿区）、横浜支店（神奈川県横浜市）を開設しました。

　当四半期におきましては、人材派遣･斡旋の市場全体が拡大したのに対応し、㈱グッドウィル・キャリア

において、順調に派遣社員数、人材紹介者数が増加いたしました。人材斡旋事業はサービス業では上位2位
に該当する急成長途上の市場であり、人材派遣事業も今後有望な市場と目されております。当企業グループ

も、この市場の拡大を上回る成長を目指して人材の獲得･事業基盤の整備を進めております。

（投融資事業）

　当社子会社㈱GWキャピタルは、ベンチャー企業向け投融資事業を行っており、急成長する企業に対し資
金的な支援を行い、グループ内で経営を含めた人材支援をあわせて行う一方で､一般向け貸付事業も行って

おります｡中長期的にはグループ内の各セグメントと連携し、総合人材サービスに付随する金融事業を展開

することで同社の独自性を図る方針であります。

　当四半期におきましては、既存の貸付債権を回収し,その資金を借入返済にあて、資金の有効運用を図りま
した。その回収努力により、平成12年12月末の貸付債権残高42億円に対し、平成13年3月末の 32億円
に減少し、他方、借入金残高は35億円から30億円へ減少しました。また、経営資源を東京本社へ集中する
ため、横浜支店を平成13年3月で閉鎖しました。

（医療・介護事業）

　当社子会社㈱コムスンは、24時間在宅介護サービス事業のパイオニアであり、21世紀における高齢化社
会及び少子化社会において、今後の当企業グループの「総合人材サービス」事業の柱として成長が見込まれ

ております。また、同社子会社㈱デンタル・コムスンにて訪問歯科診療サーポートサービス、同社子会社㈱

コムスン・トラベルにて高齢者向け総合旅行サービスを提供しております。

　また、㈱コムスンは、当社所有の東京都杉並区の土地に「エルダーマンション」の第 1号「コムスン・コ
ート永福」を建設中です。エルダーマンションは、これからの高齢化社会に適応するために、洗練された「ノ

ーマルな賃貸住宅」です。バリアフリー設備に加え、コムスンの在宅介護サービスの体験が、設計全体に反

映されています。竣工予定は 13年8月末です。
　当四半期におきましては、㈱コムスンの経常損益黒字化に向けて、経営方針を売上高よりも事業採算中心

に変革し、組織・拠点の改革・統廃合をさらに行いました。その結果、単月ベースでの経常損失は大幅に縮

小しました。

（美容・健康事業）

　当社連結子会社㈱クリークは、創業から5年半で100店舗を達成し、業界ではエステティック・ベンチャ
ー企業と称され、｢キューズ（CUEZ）｣ブランドでエステティック・サロンの全国展開を図っております。
独自のマーケティング戦略による営業集客力と確かな技術と充実した研修制度に裏付けられた高品質のサ

ービスにより、設立以来、20代前半の女性を中心に｢美と健康｣を追求してまいりました。最新の美容技術
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と科学的な理論を導入する一方で、エステティシャンの社会的な地位確立にも注力し、今後は、業界の社会

的認知のためにも｢クレームゼロ｣を目指し、店舗スタッフを中心にお客様の立場からすべてをチェックし、

信頼される企業として更なる飛躍を遂げる方針であります。同社はグループ会社4社を有し、グループとし
てメンズエステティックサロンの経営のほか、化粧品等を取り扱う総合美容商社の経営等を行っております。

当社グループは総合人材サービスを展開しており、医療介護事業等との提携による新しい事業展開が見込ま

れます。

（２）第3四半期の連結売上高の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、単位未満切り捨て）

1 3 年 6 月期第 3 四半期 1 2 年 6 月期第 3 四半期
自  平成 1 3年 1月  1 日 自  平成 1 2年 1月 1日期  別

品目別 ( 至  平成 1 3年 3月 3 1日 ) ( 至  平成 12年 3月 3 1日 ) 増 減 率     

請 負 事 業 6,076,118 6,075,954  0.0％
人 材 派 遣 ・ 斡 旋 事 業 300,698 138,974 116.4％
投 融 資 事 業 82,851 475,779 △ 82.6％

医 療 ・ 介 護 事 業 3,065,904 219,874 1,294.4％
美 容 ・ 健 康 事 業 3,389,968 1,197,737 183.0％

セ
グ
メ
ン
ト

 
 
 
 
 

そ の 他 200,518 400,967 △ 50.0％

合 計 13,116,059 8,509,288 54.1％

（注） 1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　 2．当企業集団が行う業務は人員数、期間等が一様ではないため、数量表示は困難でありますので記載しておりません。
       3．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。また上記の金額は､セグメント間の内部売上高ま

たは振替高消去後の金額であります。

       4．セグメント別区分について
請 負 事 業          …… 軽作業（当社）、IT関連業務管理作業（当社子会社株式会社グッドウィル・コミ

ュニケーション及び同子会社株式会社GCMインターナショナル他４社）
人材派遣･斡旋事業          …… 人材派遣、斡旋（当社子会社株式会社グッドウィル・キャリア）、ドライバー

派遣（当社子会社株式会社グッドウィル・エクスプレス）

投 融 資 事 業          …… ベンチャー企業等に対する投融資（当社子会社株式会社GWキャピタル、株式
会社GWクレジット）

医療・介護事業         ……　在宅介護、訪問看護（当社子会社株式会社コムスン及び同社子会社株式会社デ

ンタル・コムスン、株式会社メディカ）

美容・健康事業          …… エステサロン（当社子会社株式会社クリーク及び同社子会社株式会社プラチナ
サンタ、株式会社アポロインターナショナル、株式会社クリーク美容研修セン

ター、株式会社クリークインターナショナル）

そ の 他 の 事 業          …… 広告代理（当社子会社株式会社グッドウィル・コミュニケーション及び株式会
社グッドウィル・キャリア）、データベース・マーケティング、テレマーケティ

ング（当社子会社株式会社グッドウィル・コミュニケーション）、流通ＶＡＮ事

業（株式会社GWキャピタル子会社株式会社データコミュニケーションズ）、
人材支援（当社子会社株式会社グッドウィル・フォーサイト）、旅行代理店（株

式会社コムスン子会社株式会社コムスン・トラベル）

     5．美容・健康事業の平成12年 6月期の金額は、当社が㈱クリークに平成12年2月に資本参加し、

　　　　平成12年3月より連結の範囲に含めたため、平成12年3月の1ヵ月分の金額であります。

　　　　6．売上高の数値は、未監査であります。
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　　　　　　（ご参考）第３四半期までの連結売上高の状況（四半期累計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、単位未満切り捨て）
1 3 年 6 月期第 3 四半期 1 2 年 6 月期第 3 四半期
自  平成 1 2年 7月 1 日 自  平成 11年 7月 1日期  別

品目別 ( 至  平成 1 3年 3月 3 1日 ) ( 至  平成 12年 3月 3 1日 ) 増 減 率     

請 負 事 業 17,342,404 15,505,906 11.8％

人 材 派 遣 ・ 斡 旋 事 業 684,419 398,669 71.7％
投 融 資 事 業 516,407 826,060 △ 37.5％
医 療 ・ 介 護 事 業 9,295,401 570,251 1,530.0％

美 容 ・ 健 康 事 業 9,648,570 1,197,737 705.6％
そ の 他 900,280 1,628,687 △ 44.7％

セ
グ
メ
ン
ト

 
 
 
 
 

合 計 38,387,483 20,127,313 90.7％
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（３）第３四半期の連結損益計算書

（単位：千円、単位未満切捨）

1 3 年 6 月期   第 3 四半期 1 2 年 6 月期   第 3 四半期
自  平 成 1 3 年 1 月 1 日 自  平 成 1 2 年 1 月 1 日( 至  平 成 1 3 年 3月 3 1 日 ) ( 至  平 成 1 2 年 3月 3 1 日 )
（Ａ） （Ｂ）

                    

前年同期比増減
期  別

科  目
金     額 百分比 金     額 百分比 金  額（Ａ）－（Ｂ） 増 減 率

％ ％ ％

売 上 高           １３，１１６，４３６ １００．０ ８，５０９，２８８ １００．０ ４，６０７，１４８ ５４．１

売 上 原 価           ９，０６５，９３６ ６９．１ ６，３６３，９６５ ７４．８ ２，７０１，９７１ ４２．５

[ 売 上 総 利 益 ]           ４，０５０，５００ ３０．9 ２，１４５，３２２ ２５．２ １，９０５，１７８ ８８．７

販売費及び一般管理費           ４，０４０，５６３ ３０．８ １，１８４，１３３ １３．９ ２，８５６，４３０ ２４１．７

（ 内  連結調整勘定償却） （４１，０５６） （０．３） （　９６，９９７） （　１．１） （　△ ５５，９４１）

[ 営 業 利 益 ]           ９，９３７ ０．１ ９６１，１８９ １１．３ △ ９５１，２５２ △ ９９．０

営 業 外 収 益           

受 取 利 息           １１，７２４ ０．０ １０，７８７ ０．１ ９３７ ８．７

有 価 証 券 売 却 益           １３，９４３ ０．１ ― ― １３，９４３ ―

そ の 他           ９２，８６１ ０．７ １５，００４ ０．１ ７７，８５７ ５１８．９

営 業 外 費 用           

支払利息及び割引料           ５７，８１７ ０．４ ３２，７７９ ０．４ ２５，０３８ ７６．４

新 株 発 行 費           ―

そ の 他           

―

１５，８１６ ０．１

１１７，７３８

３２，４８８

１．４

０．３

△ １１７，７３８

△ １６、６７２ △ ５１．３

[ 経 常 利 益 ]           ５４，８３３ ０．４ ８０３，９７４ ９．４ △ ７４９．１４１ △ ９３．２

（注） 1.  特別損益以下の項目は、記載を省略をしております。
　　　 2.  前年同期比増減の欄の増減は下記の計算式によって算出しております。

3.  上記の数値は、当四半期における業績の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれており、
未監査であります｡

（Ａ）当年第1四半期の実態－（Ｂ）前年第1四半期の実態
             （Ｂ）前年第1四半期の実態

増減率＝ ×100×100
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（４）第３四半期までの連結損益計算書（四半期累計）

（単位：千円、単位未満切捨）

1 3 年 6 月期   第四半期 1 2 年 6 月期   第 3 四半期
自  平 成 1 2 年 7 月 1 日 自  平 成 1 1 年 7 月 1 日( 至  平 成 1 3 年 3月 3 1 日 ) ( 至  平 成 1 2 年 3月 3 1 日 )
（Ａ） （Ｂ）

                    

前年同期比増減
期  別

科  目
金     額 百分比 金     額 百分比 金  額（Ａ）－（Ｂ） 増 減 率

％ ％ ％

売 上 高           ３８，３８７，８６０ １００．０ ２０，１２７，３１３ １００．０ １８、２６０，５４７ ９０．７

売 上 原 価           ２７，８３４，７２８ ７２．５ １４，８０４，１１４ ７３．６ １３，０３０，６１４ ８８．０

[ 売 上 総 利 益 ]           １０，５５３，１３２ ２７．５ ５，３２３，１９９ ２６．４ ５，２２９，９３３ ９８．２

販売費及び一般管理費           １４、５７９，５８６ ３８．０ ３，２９４，８１７ １６．３ １１，２８４，７６９ ３４２．５

（ 内  連結調整勘定償却） （１２８，７４１） （０．３） （　１２１，７４０） （　０．６） （７，００１） （５．８）

[ 営 業 利 益 ]           △ ４，０２６，４５４ △ １０．５ ２，０２８，３８１ １０．１ △ ６，０５４，８３５ ―

営 業 外 収 益           

受 取 利 息           ３８，２６０ ０．１ １４，９８１ ０．０ ２３，２７９ １５５．４

有価証券売却益           ３４０，７４０ ０．９ ８７，９９８ ０．４ ２５２，７４２ ２８７．２

そ の 他           ２５３，３５４ ０．６ ４４，５５４ ０．２ ２０８，８００ ４６８．６

営 業 外 費 用           

支払利息及び割引料           ８６，４８３ ０．２ ６４，０５０ ０．３ ２２，４３３ ３５．０

新 株 発 行 費           ― ― １５５，３３６ ０．８ △ １５５，３３６ ―

持分法投資損失           ― ― ３６，９５８ ０．２ △ ３６，９５８ ―

株 式 公 開 費 用           ― ― ３２，０５０ ０．２ △ ３２，０５０ ―

そ の 他           ５８，８０８ ０．１ ２３，７７７ ０．１ ３５，０３１ １４７．３

[ 経 常 利 益 ]           △ ３，５３９，３９０ △ ９．２ １，８６３，７４４ ９．３ △  5、４０３，１３４ ―

（注） 1.  上記損益計算書においては、特別損益以下の項目の記載を省略しております。
2.  前年同期比増減の欄増減は下記の計算式によって算出しております。

3.  上記の数値は、当四半期における業務の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれており、
未監査であります。

　

（Ａ）当年第3四半期の実態－（Ｂ）前年第3四半期の実態
             （Ｂ）前年第3四半期の実態

増減率＝ ×100
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3 .  第３四半期の連単倍率

（１）第３四半期の連単倍率

            （単位：千円、単位未満切捨）

1 3 年 6 月期   第 3 四半期 1３年 6 月期   第 3 四半期
自  平 成 1 3 年 1月  1 日 自  平 成 1 3 年 1月  1 日( 至  平 成 1 3 年 3月 3 1 日 ) ( 至  平 成 1 3 年 3月 3 1 日 )
連　　結 個　　別

期  別

科  目
金     額 百分比 金     額 百分比

連単倍率     

％ ％

売 上 高           １３，１１６，４３６ １００．０ ５,７４７,２３５ １００．０ ２．２８

売 上 原 価           ９，０６５，９３６ ６９．１ ３,６６４,８４６ ６３．８ ２．４７

[ 売 上 総 利 益 ]           ４，０５０，５００ ３０．9 ２,０８２,３８９ ３６．２ １．９５

販売費及び一般管理費           ４，０４０，５６３ ３０．８ １,３９４,１６７ ２４．３ ２．９０

（４１，０５６） （０．３）

[ 営 業 利 益 ]           ９，９３７ ０．１ ６８８,２２１ １２．０ ０．０１

営 業 外 収 益           

受 取 利 息           １１，７２４ ０．０ ３５,０７７ ０．６ ０．３３

有価証券売却益           １３，９４３ ０．１ ６,４００ ０．１ ２．１８

そ の 他           ９２，８６１ ０．７ １,２３０ ０．０ ７５．５０

営 業 外 費 用           

支払利息及び割引料           ５７，８１７ ０．４ ２７,６４８ ０．５ ２．０９

そ の 他           １５、８１６ ０．１ ― ―

[ 経 常 利 益 ]           ５４，８３３ ０．４ ７０３,２８０ １２．２ ０．０８

（注） 1.  特別損益以下の項目は、記載を省略をしております。
　　　 2.  上記の数値は、当四半期における業績の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれており、

未監査であります｡
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（２）第３四半期の連単倍率（四半期累計）

            （単位：千円、単位未満切捨）

1 2 年 6 月期   第 3 四半期 1 2 年 6 月期   第 3 四半期
自  平 成 1 2 年 7月  1 日 自  平 成 1 2 年 7月  1 日( 至  平 成 1 3 年 3月 3 1 日 ) ( 至  平 成 1 3 年 3月 3 1 日 )
連　　結 個　　別

期  別

科  目
金     額 百分比 金     額 百分比

連単倍率     

％ ％

売 上 高           ３８，３８７，８６０ １００．０ １５,４７４,９８０ １００．０ ２．４８

売 上 原 価           ２７，８３４，７２８ ７２．５ ９,８８０,５４２ ６３．８ ２．８２

[ 売 上 総 利 益 ]           １０，５５３，１３２ ２７．５ ５,５９４,４３７ ３６．２ １．８９

販売費及び一般管理費           １４、５７９，５８６ ３８．０ ３,６４５,４７１ ２３．６ ４．００

[ 営 業 利 益 ]           △ ４，０２６，４５４ △ １０．５ １,９４８,９６５ １２．６ ―

営 業 外 収 益           

受 取 利 息           ３８，２６０ ０．１ １９４,０４８ １．３ ０．２０

有価証券売却益           ３４０，７４０ ０．９ ６,４００ ０．０ ５３．２４

そ の 他           ２５３，３５４ ０．６ ６８,３７５ ０．４ ３．７１

営 業 外 費 用           

支払利息及び割引料           ８６，４８３ ０．２ ６３,８８４ ０．４ １．３５

そ の 他           ５８，８０８ ０．１ ３,４６３ ０．０ １６．９８

[ 経 常 利 益 ]           △ ３，５３９，３９０ △ ９．２ ２,１５０,４４１ １３．９ ―

（注） 1.  上記損益計算書においては、特別損益以下の項目は、記載を省略をしております。
2. 上記の数値は、当四半期における業績の速報であることから、一部正規の決算手続を経ていないものが含まれており、
未監査であります。
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４．事業の概況に関する特別記載事項について

　　　　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。なお、

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避、発生した場合の対応に努める方針ではありますが、今後の

状況が、当社の計画通り推移しない可能性があります。

（1）新規事業への進出について

      当社は「弛まぬベンチャースピリット」を社是としており、新規事業への進出には積極的に対応してお

ります。このため、当社及び当社グループの各企業における事業環境は、短期間に変動する可能性があり

ます。また、新規事業への進出に当たっては、十分に事業性、将来性、リスク要素等を検討しております

が、その目論見が正しいかどうかの保証はなく、想定していない損失を被る可能性があります。

（2）社歴が浅いことについて

      当社及び当社グループは業歴が短いため､期間業績比較を行うための十分な財務数値が得られないうえ､

当社及び当社グループの過年度の経営成績だけでは､今後当社及び当社グループが継続的に売上を増加さ

せ､安定的に利益を確保できるかどうかの判断材料としては不十分な面があると考えられます｡

（3）グループ戦略について

      当社は軽作業請負事業を通じて、各企業の持つアウトソーシング需要、人材の確保に関わるニーズの高

さを実感したことから、『総合人材サービス』を標榜し、人材、アウトソーシング関連の事業を広く展開

する方針を持ち、製造・販売・物流関連作業や事務作業、人材派遣、在宅介護サービス、エステサービス、

有料職業紹介事業等を事業化しております。これらはそれぞれ業態が異なり、一部に法的な規制もあるこ

とから、分社化することが適当であると考え、子会社の設立、買収、資本参加等によるグループ展開を推

進してまいりました。

      一方で、当社の有する人材が限られていること、グループ企業が小体であることから、当社の取締役が

各グループ企業の取締役を分担して、兼務している状況であります。今後、各企業の業容の拡大とともに、

適当な人材を採用・登用する方針でありますが、当面、各取締役の負担が重くなっており、迅速な業務執

行、十分な管理が阻害される可能性があります。

 （4）労働関連の法的規制について

      現在、「職業安定法」、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関

する法律（以下、「派遣業法」と略す。）」等の労働関連法規を見直す動きがあるとの報道があるなど、

当社グループが主に従事する人材、アウトソーシングに関する業界環境は、規制緩和の方向に変化しつつ

あります。当社グループにおいても、こうした規制緩和は市場拡大につながるものと捉え、積極的に対応

する方針でありますが、一方で新規参入の増加、派遣市場と請負市場の融合などによって、競争激化も予

想されます。

      また、労働者・求職者の保護に関しては、法令化、罰則の強化等の検討もなされることが予想されるた

め、当社グループにおいても、十分に配慮する必要が生じ、コスト増につながる可能性もあります。
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（5）過去の連結業績について
当社の平成10年6月期（連結初年度）においては、子会社4社すべてが操業間もない先行投資の段階にあ

る企業であり､うち3社が経常赤字であったことから､連結業績は営業利益､経常利益段階で単体を下回って

おります｡また､連結調整勘定当期償却額の計上､持分法適用関連会社である株式会社コムスンの先行投資

にともなう同社の投資損失の計上が加わり､当期純損益では､98百万円の損失計上となりました。

平成11年6月期においては、グループ各社の事業が新規顧客の獲得などから軌道に乗りはじめ、子会社5

社すべて経常黒字に転換し、連結業績は営業利益､経常利益段階とも単体を上回っております。セグメント

では、とりわけ当社及び㈱グッドウィル・コミュニケーションの請負作業が大きく伸長し、1,121百万円の

経常利益を計上いたしました。

　　平成 12年 6月期においては、当社及び㈱グッドウィル・コミュニケーションの請負作業が引き続き
伸長し、かつ新たに資本参加した㈱クリーク及びその子会社の美容・健康事業が連結業績に貢献し、両セ

グメントあわせて、2,707百万円の経常利益を計上いたしました。一方、平成12年4月1日の介護保険制
度施行に向けて㈱コムスンでは約 1,200箇所の拠点開設投資を行いましたが、同年 6月に大規模な拠点統
廃合を行いました。連結上、同社の第三者割当増資に伴う持分変動利益 6,621百万円（特別利益）が計上
され、また同年 3月までの介護保険対応準備費用 6,101百万円（特別損失）及び同年4月から 6月までに
多額の費用及び損失が発生した結果、会計上決算期の相違から発生する損益の不一致を調整すること等に

より、経常損益では 6,823百万円、当期純損益では､9,746百万円の損失計上となりました。

 （6）株式会社コムスンについて

  a）株式会社コムスンの事業概要について
      当社は株式会社コムスンに平成9年3月の新株引受によって経営に参画しております。現在、主として平

成11年7月及び平成12年3月に第三者割当増資を行ったことから、持株比率69.3%（間接保有を含む）の筆頭

株主であり、当社代表取締役会長折口雅博が㈱コムスンの代表取締役会長を、当社常務取締役山崎明敏が

同社専務取締役を、また当社取締役金崎明が同社常務取締役及び当社取締役中塚琢磨が同社取締役をそれ

ぞれ兼務しております。

      ㈱コムスンは、平成12年4月より施行された「介護保険法」に基づく公的介護サービスである訪問介護、

訪問入浴介護、通所介護、居宅介護支援等の介護サービス事業への参入を目的としており、現在、市町村

等地方自治体から委託を受け、在宅介護サービスを行っております。

  b）㈱コムスンの過去の経営成績について

       コムスンの過去の経営成績の推移は以下のとおりであります。平成12年3月以前の各時点において、厚

生省の定めるヘルパー補助単価が低く設定されており、当時の単価では、ホームヘルパー事業そのものの

採算が取れる状況ではないことが要因で損失を計上しておりますが、これは介護保険導入後に、在宅介護

サービスにおいて指導的な介護提供会社になることを目指し、知名度、認知度の向上を優先課題としてき

たためであります。

      平成10年6月期においては、㈱コムスンは当社の連結上、持分法適用会社でありました。当社は㈱コムス

ンに対して、直接投資40,500千円他、資金の貸付294,170千円、社債 135,000千円の債権を有しておりまし

たが、介護保険導入後において、㈱コムスンの業績が改善すると見込んでいることから、株式に対する評

価減及び債権に対する貸倒引当金の個別引当は行っておりません。ただし、連結決算における投資の評価

については、債務超過額に相当する当社持分額についても損失を負担するため、株式の評価及びコムスン

社債の評価を減額しております。

　　　しかし、平成 11年6月期においては、当社への資金の貸付の返済及び社債の償還が行われたことから、
連結決算において、過年度に評価減を行った金額の一部を持分法投資利益に計上しております。

　なお、平成 12年 3月期より当社の連結対象会社となり、以降は損益が全額連結されることとなってお
ります。
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　　　　㈱コムスンの最近の経営成績の推移は以下のとおりであります。

（単位：千円）

回          次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期
決  算  年  月 平成9年3月 平成10年3月 平成11年3月 平成12年3月 平成12年6月
売 上 高 (千円) 436,619 638,513 702,265 694,863 1,499,444
経常利益 (千円) △184,819 △240,638 △277,496 △403,968 △8,530,508
当期利益 (千円) △187,827 △235,936 △281,965 △6,937,697 △10,928,125
純資産額 (千円) 13,901 △222,034 △503,999 △2,365,002 △8,523,037
総資産額 (千円) 334,074 332,065 387,871 9,254,685 5,149,819
（注1） 上記表の決算数字については、商法決算であります。
（注2） 第43期は決算期を当社と一致させるため変更し、3ヶ月の変則決算となっております。

　ｃ）㈱コムスンの当期連結業績に与えた影響について

　㈱コムスンは、介護保険導入当初より在宅介護サービスが社会化すると予想されることから、事業を確立・

拡大し、業界をリードするための投資として位置づけ積極的な事業展開・拠点開発を行ってまいりました。

平成１２年６月に組織改革を行い全国731ヶ所の拠点で当期をスタートいたしました。
在宅介護サービスに対するニーズはかなり高く、質の高いサービスをより多く提供するため積極的な事業展開

を行っておりますが、一部において必ずしも需要が事業採算に見合うスピードで顕在化しない地域がでてきて

おります。そのため、経営方針を売上よりも事業採算中心に変革し、組織・拠点の改革・統廃合をさらに行い

ました。　拠点の統廃合及び拠点毎の収益改善努力並びに営業の強化などの結果、経常損失の実績は大幅に改

善されました。

（単位：千円）

売上高 経常利益

第１四半期

（平成12年 7／1～平成12年 9／30）
２，９４４，６５８ △ ３，０７９，４０１

第２四半期

(平成12年10／1～平成12年12／31) ３，１１７，５５３ △ １，６７３，５８７

第３四半期

（平成13年 1／1～平成13年 3／31）
２，９１６，５９７ △ ８３８，４５５

（注）　上記の数値は、当四半期における業務の速報であることから、一部正規の決算手続を経てい

ないものが含まれており、未監査であります。

以　上


